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研究成果の概要（和文）：被災地域や被災想定地域の特性を踏まえた効果的な支援方策および事前対策の立案に資する
ため小地域単位での居住状況データの推計手法を開発し、東日本大震災被災県、首都直下型地震、東海・東南海地震、
近畿直下型地震被災想定都府県についてデータ推計を行った。また、推計結果を用いて、①東日本大震災被災地域の地
域特性の把握と居住復興策の検討②静岡県と愛知県を対象とした発災時期別の支援需要量、復興住宅供給必要量等の推
計、を行い地域特性を考慮した被災地支援および大震災事前対策の方向性について検討した。

研究成果の概要（英文）：It is important to understand the characteristics of each area to develop either 
effective reconstruction plans or countermeasures for possible damages in expected earthquakes. 
Therefore, we developed a system to estimate the residential condition data in micro-areas. Estimation 
was conducted in these following areas; affected prefectures by the East Japan great earthquake, and the 
ones would be affected in by Tokyo metropolitan vertical thrust earthquake, Tokai and southeast sea 
earthquake, Kinki vertical thrust earthquake. Based on the estimated data, we examined (1) the 
characteristics of housing conditions in affected areas and housing revival plan (2) support demands and 
public housing needs at every 5 years to 2040, assumed a big disaster happens in Shizuoka and Aichi 
Prefecture.
Through this study, we investigated directions of support measures in the affected areas and 
countermeasures for expected earthquakes in the future, taking regional characteristics into account.

研究分野：工学

キーワード： 小地域データ　データ推計　居住状況　国勢調査　地域特性　被災地支援　支援需要量　想定大地震事
前対策

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

本研究を開始したのは東日本大震災後二

年が経過した時点で、各自治体の復興も具体

化に向けた動きが本格化し、居住計画や都市

計画もこれまでの応急仮設住宅の建設等の

応急的な対策から災害公営住宅の建設や防

災集団移転事業等、より恒久的な対策に重点

を移していた時期である。しかし、現実の復

興過程では住民の合意形成の遅れや経済的

な条件の不一致、急激な建設需要の集中によ

る施工単価の上昇、人手不足等の様々な問題

が生じるとともに、被災地域の多くではかね

てから人口減少と高齢化が進展していたこ

ともあって復興事業の実施に際してはこれ

らの事情を十分に考慮することが必要であ

った。このことは復興事業の実施や事前対策

の検討にあたっては、地域の変化動向を含め

た地域特性を的確に取り込んだ上で対策を

考えていくことが重要であり、被災地域や被

災想定地域の特性を適切に把握するための

データの整備とその復興計画、事前対策への

活用システムの整備の必要性を示すもので

あった。 

 
２．研究の目的 

本研究は町丁目や基本単位区といった小

地域単位での社会・経済データを推計し、津

波浸水深、最大震度等の地理的データと重ね

あわせることでミクロな地域レベルにおけ

る地域特性を的確に把握し、より効果的な復

興計画の策定や被災想定地域の事前対策の

立案に資するための手法を開発することを

目的としている。地域特性を基本単位区とい

うミクロな地域レベルで計量的に捉えるデ

ータを推計することで津波浸水深等の自然

的な被災情報と年齢・世帯・配偶関係・住宅

等の社会・経済的被災情報を統合した形で見

ることが可能となり、被災地域の状況をより

詳細に把握することができる。また、過去か

らの変化を見ることにより被災地域のミク

ロな地域レベルでの地域変容の様相を把握

するとともに地域の特性を踏まえたきめ細

かい人口予測等が可能となりより効果的な

復興計画の策定と実施に資することができ

る。さらに本手法によるデータ推計を近い将

来災害の発災が予想される地域でも事前に

行っておくことで、より効果的な防災計画の

策定や仮設住宅の供給計画等の立案にも資

することができる。 

 
３．研究の方法 

(1) 小地域居住状況データの推計 

 津波浸水深、最大震度等の被災地域や被

災想定地域の地理的データと重ねあわせて

被災地域等の居住者特性を分析するために

は位置情報を持つ小地域における居住状況

データを推計することが必要である。このた

め、本研究ではこれまでの国勢調査の基本単

位区（緯度、経度情報を持つ）別の居住状況

データ推計手法を 2010 年の国勢調査結果に

適合するように改良し、2010 年時点の被災各

県の基本単位区別の居住状況データを推計

した。この後、推計対象地域を首都直下型地

震、東海・東南海地震、近畿直下型地震によ

る被災想定都府県に拡大するとともに、時系

列的にも推計対象時点を 1995 年まで拡大し

た。また、社会保障・人口問題研究所の市区

町村別人口予測結果との整合性を有する形

で推計対象地域の基本単位区別に 2040 年ま

での性別、年齢別人口予測を行った。 

(2) 津波被災地域の居住特性の分析と居住

復興の方向性の検討 

宮城県を対象として 2010 年の国勢調査結

果と 2008 年住宅・土地統計調査結果から推

計した基本単位区別の居住状況データと国

土地理院から公表されている津波浸水範囲

土地利用メッシュデータを重ね合わせて、被

災直前（2010 年 10 月）時点の津波浸水地域

の居住状況の特性を区市町村別に把握した。

また、それを踏まえた区市町村別の居住復興

の方向性について検討した。 

(3) 原子力災害被災地域の居住者特性の分



析と予測 

福島県の原子力災害被災地域では「居住制

限区域」等の解除の見通しが示され、今後、

地域の復興が本格的な段階を迎えることから

効率的な復興計画の策定の基礎として居住状

況推計データを用いた原子力災害被災地域の

居住者特性の分析、仮想的な人口「予測」結

果および居住者意向調査結果の分析を行い、

居住復興計画の課題について検討した。 

(4) 静岡県と愛知県を対象とした東海・東南

海地震を想定したケーススタディ 

東海・東南海地震の被災想定地域である静

岡県と愛知県を対象に南海トラフの巨大地

震モデル検討会提供の地震、津波データ（平

成 24 年内閣府）と 2010 年の小地域居住状況

データおよび 2040 年までの人口予測データ

を用いて発災時期別の支援需要量および復

興住宅供給必要量の推計を行い、経時的な変

化傾向を踏まえた復興住宅供給策等につい

て検討した。 

 
４．研究成果 

(1) 小地域居住状況データの推計 

 1995 年～2005 年国勢調査結果を対象とし

た既存の推計手法を 2010 年国勢調査に適合

するように改良し、2010 年時点の被災各県の

小地域別の居住状況データ（居住状況関連８

次元表：地域（区市町村・町丁目・基本単位

区）×性別×年齢階級×家族類型×住宅所有

関係×住宅建方・居住階数×延面積×世帯主

／世帯主外別一般世帯人員）を推計した。そ

の後、推計対象地域を首都直下型地震、東

海・東南海地震、近畿直下型地震による被災

想定都府県に拡大し、これらの地域について

も小地域居住状況データを推計した。また、

1995 年、2000 年、2005 年の国勢調査結果に

対応したデータについても推計対象範囲を

拡大し、最終的には東日本大震災被災県、大

規模地震被災想定都府県について1995年～2

010 年の４時点の小地域居住状況データを整

備した。さらに、社会保障・人口問題研究所

の市区町村別人口予測結果をコントロール

トータルとして、推計対象都府県の基本単位

区別に 2015 年～2040 年までの性別、年齢別

人口予測を行い、人口動向から見た被災想定

地域の復興支援需要の特性を検討するため

の基礎データを作成した。 

(2) 津波被災地域の居住特性の分析と居住

復興の方向性の検討 

宮城県の津波被災地域の居住状況データ

を分析した結果、①各地域とも人口の流出と

高齢化が進行しており特に県北でこの傾向

が強い。地域的には県南は農村的色彩が強

く3世代居住が主流である地域、県央はやや

都市的な性格を有し核家族世帯が多い地域、

県北は3世代居住が多いが同時に単身世帯も

多い地域である。また、世帯収入の水準は県

北でやや低い。②被災地域の住宅ストック

は都市的な性格の強い地域では小規模で比

較的新しい住宅、郊外型および農村的性格

の強い地域では大規模でやや新しい住宅、

石巻以北では中規模で古い住宅が中心であ

り、県南、県北では大半が持家である。③

世帯と住宅の対応関係を見ると、各地域とも

戸建民営借家と公共借家は築後年数が多く、

収入水準が相対的に低い層に対応し、民営

借家共同建は築後年数が比較的浅く、低層住

宅は比較的低収入層に、中高層住宅はやや上

の収入層に対応している。また、持家戸建

は地域別の差異が明瞭であり、県南：収入

水準高、築後年数浅、県北：収入水準相対

的に低、築後年数多、県央：県南と県北の

中間、となっている。ことが得られた。端的

には東日本大震災の津波による宮城県の被

災世帯は、①県南：比較的新しく規模の大き

い戸建持家に住む相対的に収入水準の高い

大家族世帯②県央：賃貸住宅等の多様な住

宅で構成される都市的な住宅ストックに居

住する単身、核家族を含む多様なタイプの

世帯③県北：比較的古く規模はやや大きい

戸建持家に住む相対的に収入水準の低い大



家族世帯と賃貸住宅居住の単身世帯も含ま

れる世帯、が中心であったと言える。これか

ら、居住復興の方向性を世帯特性別に検討す

ると、①３世代世帯・持家居住・世帯収入比

較的高：二世代ローン、２重ローン対策等の

自力再建のための支援。②夫婦と子世帯・持

家居住・中壮年・世帯収入比較的高：２重ロ

ーン対策や低利融資等による住宅の自力再

建の支援。③３世代世帯・持家居住・世帯収

入比較的低、核家族世帯・持家居住・世帯収

入比較的低：災害公営住宅供給を中心とした

居住復興。ただし、地域全体の人口動向、地

域産業の育成と雇用機会の確保への配慮が

必要。④若中年単身、核家族世帯・借家居住・

世帯収入中：世帯の流動性が高いことを考慮

した人に着目した柔軟な支援。⑤高齢単身、

夫婦のみ世帯：中心は災害公営住宅の供給。

ただし将来の介護需要の増加への配慮が必

要。といった方向での対応が考えられる。 

(3) 原子力災害被災地域の居住者特性の分

析と予測 

福島県の原子力災害被災地域について、推

計した基本単位区別居住状況データと航空機

モニタリングによる空間線量測定結果メッシ

ュデータとを重ね合わせて市町村別、空間線

量別に居住者特性を把握した。世帯と住宅と

の対応関係をみると、「核家族で経済的ポテン

シャル・居住住宅とも標準的なファミリー世

帯」「経済的ポテンシャルが比較的高く、規模

の大きな戸建持家に居住する3世代世帯」「借

家居住の若年単身世帯」「築後経過年数が多い

小規模戸建持家に住む高齢者世帯」といった

複数の居住類型が存在し、都市的な要素と農

村的な要素の混在が当該地域の居住上の特性

として捉えられた。次に、推計データと社会

保障・人口問題研究所による福島県の人口の

予測結果とを用いて線量別地域の将来推計人

口を求めた。得られた値は「予測」というよ

りも「復旧がなされたと仮定した場合の地域

の人口保持力」と解釈する方が適切であるが、

結果をみると 20mSv 以上の地域は福島県全域

に比べて高齢化の進展は緩やかであり、被災

地域は若年世代が継続して居住する傾向があ

った地域であったことが確認できる。それで

も高齢化率は一貫して上昇を続け2020年には

30％を超える見通しである。20mSv 以上地域の

人口が多い富岡町、大熊町、浪江町について

みると、3町の 20mSv 以上区域では浪江町にお

ける団塊世代の突出が目立っており、線量が

同レベルの地域でも浪江町と富岡町、大熊町

では居住者年齢構造の将来的な見通しは異な

っている。2010 年の国勢調査の結果から 3町

の職業構成を見てみると、3町の経済的な基盤

は主として製造業と建設業が担っていたと推

察され、従前の状況の復元を目指す場合には

経済基盤の復興が必要となる。また、「推定

高齢要支援者数」を「推定支援者数」で除し

た値を「高齢サポート係数」とし、これを指

標として地域の今後の「支援需給バランス」

を検討すると 20mSv 以上区域は比較的安定し

た支援需給バランスを有しており、従前の居

住者特性からすると地域の要支援需要に地域

内で一定程度応えることが可能な地域であっ

たと言える。ただ、浪江町では2015年から高

齢サポート係数は上昇を続け他地域に比べる

と支援需給バランスは低下すると予想される

等、従前と同様の人口動態が実現したとして

も地域の支援力は一様ではなく、それぞれの

特性を適切に反映した対策が必要である。ま

た、住民意向調査の結果からは、①帰還に関

する関心は高齢者の方が高い。②全体として

世帯分離が進んでいる。③帰還時の住居形態

は従前の持家（一戸建）を希望する層が大半。

④帰還しない理由は「帰還の前提・健康に関

わるもの」の割合が高く、若年層では就業・

教育環境をより重視している。等から子育て

期の世帯にとって帰還のハードルはかなり高

く、帰還希望者は高齢者世帯に偏ることにな

ると予想される。こうなると帰還後の地域の

高齢者率は当初から高くなり、増大する支



援・介護需要に対し「地域で支える」ことも

決して簡単ではない状況になる。今後、従前

居住者の帰還と地域の復旧を図っていくため

には従前の地域特性や今後の人口動向に十分

に注意を払いつつ柔軟に効果的な復興策を検

討していく必要があると言える。 

(4) 静岡県と愛知県を対象とした東海・東南

海地震を想定したケーススタディ 

静岡県と愛知県を対象に南海トラフの巨

大地震モデル検討会提供のメッシュ別の最

大震度、最大浸水深、液状化指標データから

各メッシュの被災強度を求め、メッシュ内の

基本単位区データを集計することで区市町

村別、被災強度別に被災想定地域の居住者特

性を把握した。その後、被災強度別に想定滅

失住宅数を算定し、応急時の支援需要量およ

び規模別の復興住宅供給必要量、災害公営住

宅供給必要量を推計した。具体的には、世帯

主年齢×家族型別に設定した住宅延面積分

布および公営住宅、施設等入居率を世帯主年

齢別、家族型別の想定滅失住宅居住世帯数に

乗じて加算することにより、住宅種類別、住

宅延面積別の必要復興住宅戸数（復興住宅供

給必要量）を求めている。 

①静岡県の場合、各被災強度別地域とも総人

口は減少傾向にあり発災時期が後になるほ

ど総支援需要量は減少するが、高齢化の進展

のため１人当たりの支援必要量は増加する

ので総支援需要量の減少は緩慢であること、

同様の理由により総復興住宅供給必要量も

発災時期が遅くなるほど減少するが災害公

営住宅需要量の減少はより緩慢であること

等が判明した。支援需要量の大きい地域は

「震度６弱、震度６強、震度７（浸水なし）」

「１～２ｍ浸水」地域で特に「震度度６強」

の地域が中心である。ただ「震度６強、震度

７（浸水なし）」「１～２ｍ浸水」は人□維持

ポデンシャルが相対的に高い地域、「震度６

弱（浸水なし）」「２ｍ以上浸水」地域は高齢

化が進み人口維持ポテンシャルが相対的に

低い地域である等、地域特性が異なるので事

前対策の検討にあたってはこれらを考慮し

た支援策、特に「２ｍ以上浸水」地域での高

齢者向けの対策を検討しておくことが必要

である。また、復興住宅供給必要戸数は 201

5 年に発災したとすると 24 万戸（うち災害公

営住宅 13 万戸）で、規模別には 40～69 ㎡の

小中規模住宅が中心となり多くは災害公営

住宅として供給することとなる。発災時期が

遅くなるにつれて供給必要戸数は減少する

が 60 ㎡以下の災害公営住宅の供給必要量は

ほとんど減少しない。また、供給必要地域の

中心は「震度７」および「１～２ｍ浸水」地

域である。2010 年の静岡県の公営住宅戸数

（国勢調査結果）は 3.8 万戸なので災害公営

住宅供給必要戸数はこの 3.5 倍にあたり、新

規建設による需要充足は困難であることか

ら事前対策としては既存住宅ストックの活

用や広域連携による住宅供給を可能とする

ためのシステムの整備が必要であると考え

られる。 

②愛知県の場合、支援需要量の大きい地域は

「震度６弱、震度６強（浸水なし）」地域で

「震度度６強」の地域が中心である。ただ「震

度６強」地域は人口維持ポテンシャルが相対

的に低く発災時期が遅くなるにつれて支援

需要量は低下する。一方「震度７」地域は人

口維持ポテンシャルが相対的に高く支援需

要量は将来とも減少しないと見込まれる等、

被災強度別地域の様相は静岡県とは異なる。

また、復興住宅供給必要戸数は 2015 年に発

災したとすると 26 万戸（うち災害公営住宅 1

4 万戸）で、規模別には 40～69 ㎡の小中規模

住宅が中心となる点および発災時期が遅く

なるにつれて供給必要戸数は減少するが 60

㎡以下の災害公営住宅の供給必要量はほと

んど減少しない点等は静岡県の場合とほぼ

同様である。また、災害公営住宅供給必要地

域の中心は「震度６強（浸水なし）」（5万戸）

であるが「震度６弱、震度７以上（浸水なし）」



「１～２ｍ浸水」地域向けにも 8万戸以上の

供給が必要となる。2010 年の愛知県の公営住

宅戸数（国勢調査結果）は 13.3 万戸なので

災害公営住宅供給必要戸数はおおむね現在

の総ストックと同数であり、静岡県の場合と

同様、事前対策としてはこの膨大な需要への

対応策を考えておく必要がある。 

(5) まとめ 

本研究では①小地域居住状況データの推

計手法の開発②東日本大震災被災地域およ

び首都直下型地震、東海・東南海地震、近畿

直下型地震被災想定地域における小地域デ

ータの推計③被災地域の居住者特性の分析

と居住復興策の検討④居住状況データと人

口予測結果を用いた東海・東南海地震を想定

したケーススタディによる被災地支援方策

および想定大地震事前対策の検討を行った。

本研究を通じて津波浸水深、最大深度等の地

理的な広がりを持つ被災強度データと重ね

合わせた分析が可能となる点で小地域デー

タの有効性には大きなものがあり、その活用

により被災地域、被災想定地域の地域特性を

踏まえたより効果的な復興対策、事前対策の

検討が可能であることが確認された。一方、

限界としては基本単位区の位置情報が「点」

であることからひとつの基本単位区がカバ

ーする面積が大きい場合は被災強度別地域

の集計結果の精度に問題が生じること、国勢

調査結果をベースとするので被災時点のデ

ータとはタイムラグが生じてしまうこと等

が挙げられ、その対応策は今後の課題である。 
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